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平成２１年３月１１日 
各      位 

会 社 名  エ ス ペ ッ ク 株 式 会 社 
代表者名  代表取締役社長  進  信 義 
（コード番号 6859  東証・大証第１部） 
問合せ先  取締役常務執行役員  廣 信義 
（TEL．０６－６３５８－４７４１） 

 
経営合理化の取り組みに関するお知らせ 

 
 当社は、現在の事業状況および今後想定される経営環境を考慮し、下記のとおり経営合理化施策を推進

いたしますので、お知らせいたします。 
記 

１．経営合理化施策を実施する理由 
   当社を取り巻く経営環境は、国内外の金融不安や経済の急速な減速の影響を受け、非常に厳しいも

のとなっております。当社の業績も想定以上に厳しさを増しており、すでに役員報酬等の減額、管理

職年俸の減額、勤務時間の短縮、残業時間の削減、採用計画の見直しなどの施策を実施・着手してお

りますが、より一層の収益力強化が必要と判断し、下記のとおり、「事業構造改革」「収益構造改革」

の両面から経営合理化について推進してまいります。 
 
２．経営合理化施策の内容 
（１）事業構造改革について 
  ①機構改革の実施 
     現在の事業部制組織を廃止し、平成２１年４月より機能別組織へと機構改革を実施することで、

それぞれの事業に重複していた生産・販売・技術機能を集約し、厳しい市場環境への対応力強化に

取り組んでまいります。また、この再編に併せ、より機動的な意思決定や業務執行など経営容易性

の向上に向けて、本社機能の強化と人員の適正配置を推進するなど、経営システムの効率化・スリ

ム化に取り組んでまいります。 
②重点分野への戦略シフト 
  半導体・LCD 市場などの特に収益環境の厳しい生産分野における経営資源を、当社の基幹事業
である環境試験事業を中心とした試験・評価分野へと戦略的シフトを行ってまいります。これによ

り、環境・エネルギーなどの成長市場におけるカスタム対応力の強化ならびに新製品・新規事業開

発を推進し、さらなる競争優位性の強化に取り組んでまいります。 
  
（２）収益構造改革について 
①販売・生産拠点の再編 
  販売体制の見直しや物流・生産機能の集約による事業所の統廃合により、販売・生産効率の向上

や、拠点維持に関わるコストおよび物流コストの低減に取り組んでまいります。 
イ）販売拠点 
  東京支社の移転および京都営業所の閉鎖を行います。 
ロ）生産・物流拠点 
  久御山工場および綾部ロジスティックセンターを閉鎖し、福知山工場に機能集約を行います。 
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②生産量減少に伴う対策 
イ）人員の適正化と最適配置 

開発・設計業務、生産業務に携わる派遣労働者の契約を３月末までに解約するとともに、それに

伴う正社員の最適配置を実施いたします。 
ロ）生産人員・体制の対応 
  外部委託業務については社内の業務効率向上による内製化の拡大を推進するとともに、生産量に

応じて設計・生産部門の一時帰休などを実施いたします。 
 
③役員報酬の減額 

    平成２０年９月より継続して報酬の減額を行っておりますが、業績のさらなる悪化に伴い、以下

のとおり役員報酬を追加減額いたします。併せて監査役報酬の自主返上も追加されることとなりま

した。なお、役員賞与については不支給としております。 
イ）取締役報酬の減額（平成２１年３月度より） 

社長          報酬月額の３０％ 
取締役・常務執行役員  報酬月額の２０％ 
取締役         報酬月額の１５％ 

  ロ）監査役報酬の返上（平成２１年３月度より） 
監査役         報酬月額の１５％ 

  
④社員給与の減額         
  当社社員を対象に以下のとおり、給与の減額を行います。 
イ）社員給与の減額（平成２１年４月度より） 

執行役員   報酬月額の１０％ 
   管理職    基本給の１０％   
   一般社員   基本給の５％ 

  ロ）社員賞与の減額 
     執行役員・管理職  不支給 
     一般社員      固定支給カ月の見直し 

 ※一般社員に対する施策については労働組合に申し入れを行いました。今後、協議整い次第、実

施いたします。 
 
  ⑤その他の取り組み 
    上記に加え、棚卸資産の圧縮や保有固定資産の選別、設備投資の抑制・見直しなどを推進してま

いります。また、経費についても徹底的に精査し、さらなる削減に取り組んでまいります。 
 
 なお、グループ各社におきましても状況に応じて、上記方針のもと経営合理化を推進してまいります。 
  
３．今後の見通し 

   平成２１年３月期の連結業績予想につきましては、平成２１年２月９日の「平成２１年３月期 第
３四半期決算短信」において開示しておりますが、今後、経営合理化施策等により業績に影響を及ぼ

す場合には、開示基準に従って速やかに開示いたします。 
 

以  上 


